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専門委員会の開催状況
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①維持管理・環境管理専門委員会の開催

第40回協議会(平成27年8月3日)以降、９月３日、１０月５日、１１月９日と毎月１回の合計３回、専門委員会を開催

しました。

②専門委員会の検討事項

委員会では、公園化、維持管理の組織体制（資金確保）、外部オブザーバー候補の選定、荒川太郎右衛門地区の良い場

所の拾い出し、維持管理の試行の企画、管理用通路の検討の５項目について検討を行っています。

平成27年９月３日

9:30～11:３０

専門委員会

上尾文化センター

平成27年10月5日

9:30～11:３０

平成27年11月9日

9:30～11:３０



今後の専門委員会の進め方
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【協議会の意見】

①太郎右衛門の自然再生の維持管理の基準をどこにおくのか考える必要がある。（第36回協議会H26.3.18）

②管理目標WGのメンバー以外にも、いろいろな人にオブザーバー参加を呼びかける。（第37回協議会H26.8.29）

③今後の検討のための現地調査の実施と、現地確認での意見はバラバラで、まとまっていないことを報告。

（第38回協議会H26.12.16、第39回協議会H27.3.11）

④撒きだし面に外来種が見られたら、工事予定範囲のオギを掘削して張り付ける等の対応を行う。

（H27.2.27現地見学会）

⑤水のたまり具合によっては旧流路との接続を再検討。（H27.2.27現地見学会）

⑥整備地の少し上流の河畔林にツタがからみついているので、できれば切りたい。（H27.2.27現地見学会）

⑦確認されたアライグマの対処法を検討する。（３９回協議会H27.3.11)

⑧自転車の高速走行、サバイバルゲーム、ゴルフの練習、狩猟等の利用に関する検討を行う。（第39回協議会H27.3.11)

【設置細則における維持管理・環境管理専門委員会の役割】

太郎右衛門自然再生地における自然再生事業を実施するにあたり、事業実施中、実施後における様々な事象や問題に対して、当地区を良

好な状態に維持することを目的とし、①具体的な管理計画、②維持管理を推進するしくみ、体制、行動計画等を検討するとともに、③当

面必要な維持管理を実施する。
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第７回 維持管理・環境管理専門委員会

201５年5月22日 資料より

今後の専門委員会の進め方



【専門委員会の意見】

①公園化も含めた土地管理について基本から考える。対象は整備地と地区全体の両方。（第１回専門委員会H26.5）

②特定の箇所の委員による管理の試行を実施し、情報の共有を図る。（第１回専門委員会H26.5）

③エコロジカルネットワークも組織体制検討の中で取り扱い検討する。三ツ又沼を取り込む、観光展開メニューも検討。

（第１回専門委員会H26.5）

④企業の協力、農家の方の理解を得る。メリットのある連携方法を検討する。（第１回専門委員会H26.5）

⑤組織体制と資金確保方策検討を行う。（第１回専門委員会H26.5）

⑥管理用通路は机上の検討では決まらないので、現地確認により検討を進める。（第２回専門委員会H26.10）

⑦維持管理計画書の検討では、まず、河川管理者と協議会の役割分担の検討を行う。（第２回専門委員会H26.10）

⑧現地確認の結果、委員会から、管理用通路、看板設置に関する意見を整理し、協議会で報告。（第３回～６回専門委員会）
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【検討テーマの整理と検討順の案】

第７回 維持管理・環境管理専門委員会

201５年5月22日 資料より

○概ね検討済み（検討無し）

・下池河畔林の整備（残りの整備）

○検討１（維持管理の組織体制）

・公園化も含めた土地管理の基本方針

・維持管理の組織体制

・資金確保方策

・外部のオブザーバーの参画

○検討２

・当面の維持管理の実施（試行等）

・植生管理（除草等）

○検討３

・管理用通路の整備（残りの整備）

・看板の設置（残りの整備）

○検討４

・自然再生地の適正利用について

・エコロジカルネットワーク

を実現する組織体制

○自治体への依頼事項

・アライグマ対策

今後の専門委員会の進め方
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○平成２７年度の毎月と、平成２８年度以降の進め方（案）

検討項目 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月
平成28年

度
平成29年

度
備考

○検討１（維持管理の組織体制）

・公園化も含めた土地管理の基本方針

・維持管理の組織体制

・資金確保方策

・外部のオブザーバーの参画

○検討２

・当面の維持管理の実施（試行等）

・植生管理（除草等）

○検討３

・管理用通路の整備（残りの整備）

・看板の設置（残りの整備）

○検討４

・自然再生地の適正利用

・エコロジカルネットワーク

を実現する組織体制

専門委員会の開催時期 3日
初旬
５日

初旬
9日

初旬 初旬 初旬 初旬

協議会 下旬 下旬

基本方針検討 行動計画

検討
取り組み

維持管理

の試行
植生管理計画の検討 取り組み

検討

検討

整備

当面

方針

報告

当面方針検討
基本

方針

報告

維持管理広報（広報WG）

今後の専門委員会の進め方

※オレンジの文字は実施状況

維持管理の試行

は１月以降へ

方針検討の途中

認定道路と国有地の整理ま

で実施、今後現地確認予定

関連する議題のときに専門

委員会から意見を出しても
らっている。
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【検討テーマごとの進捗状況（経過）】

○概ね検討済み（検討無し）

・下池河畔林の整備（残りの整備）･･･第40回協議会で地盤掘削高を決定。次年度以降、施工予定。

○検討１（維持管理の組織体制）

・公園化も含めた土地管理の基本方針･･･資金確保の1つの方策である「公園化」について、「都市公園」の「都市林」のみ可能性があるこ

とを確認（P13参照）。公園化およびそれ以外の方策について引き続き検討。

・維持管理の組織体制・資金確保方策･･･石西礁湖と阿蘇草原の2例における資金確保と活用体制を参照。太郎右衛門地区において資金管理

に関する細則を設けることを提案（提案事項）、将来は管理組織と資金確保方策が必要であることを確認（P45参照）。引き続き検討。

・外部のオブザーバーの参画･･･一般の方々から見た太郎右衛門地区の魅力と活用の可能性を考えるため、外部オブザーバーに現地を見て

いただくことを提案（提案事項）（P55-56参照）。あわせて、オブザーバーに現地を紹介するため、協議会委員に現地の「良いところ」

に関する情報アンケートを実施することを提案（提案事項）（P66-77参照）。準備でき次第、実施。結果を踏まえて引き続き検討。

○検討２

・当面の維持管理の実施（試行等）・植生管理（除草等）･･･維持管理の試行イベントを提案（提案事項）（P79-80参照）。次年度、整

備地における維持管理の試行を検討（P85参照）。試行しながら引き続き検討。

○検討３

・管理用通路の整備・看板の設置（残りの整備）･･･用地・認定道路の情報をもとに12/18に現地確認を予定（P87参照）。結果を踏まえ

て引き続き検討。

○検討４（自然再生地の適正利用について、エコロジカルネットワークを実現する組織体制）と○自治体への依頼事項（アライグマ対策）

については今後検討。

今後の専門委員会の進め方 （進捗状況）



１．公園化について
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１－１．公園の分類
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→ 環境省設置法

→ 都市公園法

→ 自然公園法

○公園は、「営造物公園」と「地域制定公園」に大別されます。

○「営造物公園」：国又は地方公共団体が土地の権限を取得して管理します。

○「地域制定公園」：国又は地方公共団体が土地の権限に関係なく指定して管理します。

○公園に関する法律は「環境省設置法」、「都市公園法」、「自然公園法」の３つがあり、それぞれの目的に準じて

公園化がなされます。



１－１．公園の分類
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国民公園

環境省設置法の抜粋（環境省を設置するための法律）

第一章 総則

（目的）

第一条 この法律は、環境省の設置並びに任務及びこれを達成するため必要となる明確な範囲の所掌事務を定めるとともに、その

所掌する行政事務を能率的に遂行するため必要な組織を定めることを目的とする。

第二章 環境省の設置並びに任務及び所掌事務等

第一節 環境省の設置

（設置）

第二条 国家行政組織法 （昭和二十三年法律第百二十号）第三条第二項 の規定に基づいて、環境省を設置する。

第二節 環境省の任務及び所掌事務

（任務）

第三条 環境省は、地球環境保全、公害の防止、自然環境の保護及び整備その他の環境の保全（良好な環境の創出を含む。以下単

に「環境の保全」という。）並びに原子力の研究、開発及び利用における安全の確保を図ることを任務とする。

（所掌事務）

第四条 環境省は、前条の任務を達成するため、次に掲げる事務をつかさどる。一 環境の保全に関する基本的な政策の企画及

び立案並びに推進に関すること。

途中略

十五 皇居外苑、京都御苑及び新宿御苑並びに千鳥ケ淵戦没者墓苑の維持及び管理に関すること。

以下略

○国民公園は、皇居外苑、京都御苑、新宿御苑、千鳥ケ淵戦没者墓苑の４つだけで、荒川太郎右衛門地区の公園化には

関係しません。



１－１．公園の分類
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国立公園・国定公園・都道府県立自然公園

傑出という要件に該当しない

○「自然公園法」では、「傑出」という条件が必要ですが、荒川太郎右衛門地区には、そこまでの風景がなく、指定は

難しいと考えられます。

出典：環境省ＨＰ



１－１．公園の分類
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都市公園 都市公園法

主旨が

異なる

す。

○「都市公園」には様々な種別があり、その中で、住環境に関するものは荒川太郎右衛門地区の自然再生の主旨

とは一致しません。



１－１．公園の分類
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都市公園 都市公園法

主旨が

異なる

主旨が

異なる

候補

候補

つづき

○「都市公園」の中では「国営公園」と「都市林」が候補になると考えられます。



１－１．公園の分類
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都市公園 国営公園

関東には４つの

国営公園がある。

埼玉県には１つ。

○「国営公園」は都道府県を超える場合が基本ですが、荒川太郎右衛門地区は越えていません。

○また、埼玉県には既に１つあり、関東でも４つあるため、新たな国営公園の設置は難しいと考えられます。

○そのため、候補は都市公園の都市林のみになると考えられます。

出典：国土交通省ＨＰ



１－１．公園の分類

15

参考：都市公園法による設置基準について

出典：国土交通省ＨＰ



１－１．公園の分類
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都市公園 都市林

平成２４年改正でもこの部分は残っている。

○「都市公園」の中の「都市林」は、法律上の主旨からみて、公園化としての可能性があります。



１－１．公園の分類
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都市公園 都市林



１－２．川島都市林についての川島町議会議事録
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○川島町の議会録（平成１６年１２月）によると、川島都市林は休止として取り扱われています。

川島町議会録【 平成１６年 １２月 定例会（第４回）-12月14日－03号 】

◆１０番（鈴木久雄君） 10番、鈴木でございます。

－－ 略 －－

平成15年３月議会において一般質問をしました荒川河川防災ステーションは、その後どうなっておるのかお伺いいたします。

－－ 略 －－

◎町長（高田康男君）

それでは、鈴木議員さんのご質問にお答えをしたいと思いますけれども、まず防災対策についてでございますが、ご質問にもござ

いましたように、ことしは例年になく多くの台風が日本列島に上陸し、各地に大きな被害をもたらしたところでございますが、町の

被害状況につきましては、台風22号の際に床下浸水が１棟、道路冠水が５カ所、台風23号の接近時に床下浸水が１棟発生しており

ます。また、10月23日の夕方に発生した新潟県中越地震での被害状況ですが、本町は震度３で、幸いにして被害を受けたという報

告はいただいておりません。

町ではこのような自然災害等に対応するために、地域防災計画や水防計画を作成しております。いずれの計画におきましても、住

民の生命、身体及び財産を保護することを目的として、避難や立ち退きの勧告基準、周知方法や避難場所等について定めております。

災害弱者に対する対応につきましても、地域防災計画の災害予防計画や災害復旧対策計画を定め、通常時の対策と災害時での援助、

救援ができるよう努めてまいります。

また、荒川河川防災ステーションの計画についてですが、荒川河川防災ステーションの施設は、地元自治体が建設することになっ

ております。

この地元自治体で建設する施設については、荒川河川区域に計画された県の公園である（仮称）川島都市林の管理施設を当てる計

画を進めておりましたが、（仮称）川島都市林が休止となった現在、町単独でステーション施設を整備することは財政的にできない

と考えておりますので、ご理解を賜りたいと思います。



１－２．川島都市林についての川島町議会議事録
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○川島町の議会録（平成１６年１２月）によると、国が整備する防災ステーションの上部施設を、県営の川島都市林の整

備と一体的に整備することで町の負担の軽減を図ることとなっていたが、川島都市林が休止になったため、町での設置

は難しいとの答弁がなされています。

川島町議会録【 平成１６年 １２月 定例会（第４回）-12月14日－03号 】

◆１０番（鈴木久雄君） 10番、鈴木でございます。

－－ 略 －－

平成15年３月議会において一般質問をしました荒川河川防災ステーションは、その後どうなっておるのかお伺いいたします。

－－ 略 －－

◎都市計画課長（遠山洋君）

それでは、私の方につきましては、荒川河川防災ステーションの関係でお答えを申し上げたいと思います。

町長の方からもご答弁申し上げましたけれども、河川防災ステーションというのはご案内のとおり、洪水時の河川管理施設保全活動及

び災害時の緊急復旧活動の拠点となる施設ということで、所管が国土交通省に当たります。

この事業につきましては、用地工事等につきましては国の方で行うけれども、上部の施設については自治体で行うということで、この

上部の施設というのは、通常の場合については、公民館なり、あるいは体育館等、自治体が使っていいですよと。災害のときについては、

その関係者がそこに入れるだけの一定の広さが必要だということで、一般的には小学校体育館程度のものが必要かなというふうには考え

てございます。

以前にも鈴木議員さんのご質問でお答えしたとおり、川島でもこの施設の誘致ということを考えておりましたけれども、上部施設の費

用の関係で、当時仮称でございますけれども、県営の事業でございました川島都市林の整備計画がございました。それに基づいて、この

都市林の管理施設と一体的に整備をするということで、建設地として整備をしたいということで考えておりましたけれども、今現在、県

の（仮称）川島都市林の整備計画が休止という状況になっております。

そういうことになりますと、この河川防災ステーションを誘致いたしますと、上部施設を町単独で投資するという状況になります。先

ほども町長がお答えしたとおり、今現在の川島町の財政状況では非常に困難があるということでご理解を賜りたいと思いますので、よろ

しくお願いいたします。



１－３．第5次川島町総合振興計画（H25一部改正）
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関連部分の抜粋

○第５次川島町総合振興計画（Ｈ２５一部改正）では、荒川太郎右衛門地区は「公園・緑地系地域」となっています。
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関連部分の抜粋

○第５次川島町総合振興計画（Ｈ２５一部改正）では、河川敷の緑の保全が示されています。

１－３．第5次川島町総合振興計画（H25一部改正）



１－４．輪中の郷 環境総合計画（H27）

22

関連部分の抜粋

○輪中の郷 環境総合計画（H27）では、荒川太郎右衛門

地区自然再生事業が計画の中に示されています。



１－５．桶川市緑のまちづくり基本計画改定版（H25）
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関連部分の抜粋

○桶川市緑のまちづくり基本計画改定版（H25）の「緑の格子づくり」では、荒川太郎右衛門地区は生態系保全のため

の緑地整備地区として位置づけられています。
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関連部分の抜粋

１－５．桶川市緑のまちづくり基本計画改定版（H25）

○桶川市緑のまちづくり基本計画改定版（H25）の公園緑地などの創造と活用では、荒川太郎右衛門地区は旧流路の左

岸側が「広域レクリエーション需要に対応する公園緑地等（既存）」として位置づけられています。
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関連部分の抜粋

○桶川市緑のまちづくり基本計画改定版（H25）の「生き物の回廊の形成」では、荒川太郎右衛門地区は「河川敷沿い

の大規模ビオトープとして位置づけられています。」

１－５．桶川市緑のまちづくり基本計画改定版（H25）



１－６．上尾市総合計画（H23）
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関連部分の抜粋 ○上尾市総合計画（Ｈ２３）では、荒川太郎右衛門地区は「緑の拠点」として位置づけられて

います。
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関連部分の抜粋

１－６．上尾市総合計画（H23）

河川に関する記載



１－７．埼玉県総合計画（H23）

28

関連部分の抜粋 ○埼玉県総合計画（Ｈ２３）では、「みどりと川を再生し自然と共存する」、「みどりの再生」、

「生物多様性保全の推進」が記載されています。



１－７．埼玉県総合計画（H23）
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関連部分の抜粋



１－７．埼玉県総合計画（H23）

30

関連部分の抜粋



１－８．埼玉県環境基本計画

31

○都市林の可能性について、埼玉県環境基本計画では、「都市林」の記載はありませんが、「８ みどりの保全と再生」
の中で身近な緑の保全の推進が示されています。
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○緑の保全面積や身近な緑の創出面積の施策指標も示されています。

１－８．埼玉県環境基本計画
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○埼玉県広域緑地計画でも、身近な緑に関する施策が示されています。

１－９．埼玉県広域緑地計画
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○埼玉県広域緑地計画でも、緑の保全面積と、創出面積の施策指標が示されています。

１－９．埼玉県広域緑地計画



１－１０．埼玉県の指定管理者制度
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○住民サービスの向上と経費の削減のために「公の施設」の管理を民間事業者などの団体ができる指定管理者の制度がで
きています。

○申請者申し込みの中で、申請者の備えるべき資格が定められており、応募後に審査があります。

【指定管理者制度】

指定管理者制度とは、平成15年6月の地方自治法の改

正により創設された制度です。

従来、県の「公の施設」の管理は、県が直接行うほか

は、県の出資法人や公共的団体のみが行うことができ

ました。しかし、この制度の創設により、民間事業者

などの団体でも公の施設の管理を行うことができるよ

うになりました。

この制度は、公の施設の管理について、住民サービス

の向上と経費の削減を図ることを目的としています。

※「公の施設」とは、住民の皆様に利用していただき、

公共の福祉を増進するために、県など地方公共団体が

設置している施設のことをいいます。

※県は、指定管理業務に必要な経費を、毎年度の予算

の範囲内において、指定管理者に委託料として支払い

ます。委託料の額や支払方法等は、協議の上、協定で

定めます。指定管理者が管理を行うために必要な経費

は、県委託料及び指定管理者が行う自主事業等の収入

で賄うことになります。原則として、収支が赤字に

なった場合でも県委託料の補てんはありません。

（１）申請者の備えるべき資格

ア 指定期間中、安定的に都市公園を管理運営する能力を有し、かつ都市公園の

機能を効果的・効率的に達成することのできる法人その他の団体(以下「法人

等」という。)とします。個人での申請は受け付けません。

イ 法人等であっても、次のいずれかに該当する場合は申請を行うことができま

せん。

（ア）地方自治法施行令(昭和２２年政令第１６号)第１６７条の４の規定により、

一般競争入札等の参加を制限されている法人等

－－ 略 －－

ウ 荒川大麻生公園、狭山稲荷山公園、和光樹林公園、新座緑道、まつぶし緑の

丘公園、権現堂公園の指定管理者として申請しようとする法人等は、本店が

埼玉県内に登記されている法人等とします。また、戸田公園、吉見総合運動

公園の指定管理者として申請しようとする法人等は、埼玉県内に何らかの事

業所を置く法人等とします。

エ 複数の法人等でグループを構成して申請する場合は、グループの名称及び代

表 者を定めて、「グループの協定書又はこれに準ずる書類」を併せて提出し

てくだ さい。当該グループの構成員は、当該グループが申請を行った公園に

関して、他のグループの構成員となり、又は単独で申請を行うことはできま

せん。

なお、複数の法人等がグループで指定管理者に指定された後、例えば、そのうち

の１団体が指定管理者の業務を継続できなくなった場合、そのグループ全体が指

定管理者の指定を取り消される場合がありますので、御注意ください。

オ 管理業務に当たっては、パソコンによる資料等の作成、ホームページの作

成・管理、電子メールの送受信などパソコンやインターネットを利用するた

めの知識 が必要です。
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○申請書類の中には、類似公園管理の実績、公園の経営実績、事業計画書、利用料金等の様式があり、指定管理者選定の
条件になっています。

１－１０．埼玉県の指定管理者制度



１－１１．他事例の公園化と維持管理の整理

37

○自然再生推進法に基づく協議会は、全国に２４設置されています。

○各協議会の全体構想、実施計画やＨＰを調べた結果、協議会が働きかけて公園化した事例はみつかりませんでした。

○整備が終わり、維持管理段階に移行しているものを調べましたが、もともと保全のみであったり、整備と維持管理を同
時に実施している事例が多く、明確に維持管理段階に移行という事例はみあたりませんでした。

○維持管理の内容は、外来種や移入種の除去やモニタリングが主な内容となっています。

※環境省ＨＰより
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○自然再生協議会の公園化、維持管理の状況を整理しました。
○もともと国立公園であったり、市が公園化している場所が対象となっています。

No. 協議会名と設立日 場所 面積
公園

（事業前）
公園

（事業後）
事業地区内

の公園
整備 維持管理 その他事業内容

1
荒川太郎右衛門地区自
然再生協議会H15.7.5

埼玉県
荒川

400ha － － －
旧流路の掘削、湿地
掘削、河畔林移植

外来種駆除等
旧流路の保全・再生、湿地環境
の拡大、河畔林の保全・再生

2
釧路湿原自然再生協議
会H15.11.15

北海道
釧路湿原

25万ha
釧路湿原国立公園、
ラムサール条約

釧路湿原国立公園、
ラムサール条約

国立公園
蛇行した河川の復元、
沈砂池、水辺林、緩
衝帯、土砂調節池等

－

湿原の保全、保護区の設定・適
切な管理、モニタリング調査、
ナショナルトラスト運動（森林
の買い上げ）、情報の把握と共
有、メカニズム把握

3
巴川流域麻機（あさは
た）遊水地自然再生協
議会H16.1.29

静岡県
静岡市

109ha
河川管理区域
（遊水池）

河川管理区域
（遊水池）

一部都市公
園

（予定）

浅畑緑地、自然とふ
れあう体験型の都市
緑地

外来種除去
大規模な補修や、
危険箇所の改善、
草刈については、
必要に応じ静岡市
が対応

遊水池事業による掘削・湿地再
生

4
多摩川源流自然再生協
議会H16.3.5

山梨県
小管村等

5265ha
（小菅村）

多摩川源流（東京
都の水道水源林と
民地（人工林））、
秩父多摩甲斐国立
公園

多摩川源流（東京
都の水道水源林と
民地（人工林））、
秩父多摩甲斐国立
公園

国立公園

土砂流出、山腹崩壊
危険区域の予防保全
対策、群状間伐によ
る針広混交林試験、

－

人材育成、水源の森整備基金の
創設、関東全域の森づくり団体
とポータルサイト等によって情
報交流を深め、源流域における
森林再生事業ネットワークづく
りに取り組む。土地所有者との
合意形成、「源流の木」産地直
送事業

5
神於山（こうのやま）
保全活用推進協議会
H16.5.25

大阪府
岸和田市

180ha
民有地（一部岸和
田市が借り受けた
都市公園）

民有地（一部岸和
田市が借り受けた
都市公園）

一部都市公
園

－ 植栽、竹藪の伐採

緊急雇用対策によるタケの除去
作業
企業林としてシャープ株式会社、
住友ゴム工業株式会社など、神
於山の自然再生に関わる主要な
メンバーの参入

6
樫原（かしばる）湿原
地区自然再生協議会
H16.7.4

佐賀県
唐津市

8ha

佐賀県自然環境保
全区域指定（保全
のみで利用は含ま
ない区域）

佐賀県自然環境保
全区域指定（保全
のみで利用は含ま
ない区域）

－
広葉樹林化、林道・
駐車場部分の湿地の
再生

オオミズゴケの除
去、木本類の除去、
モニタリング、火
入れ

－

※赤文字は公園と説明対象の主な事例

１－１１．他事例の公園化と維持管理の整理

出典：各協議会のHPの内容を確認し、事務局で整理して作成
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○自然再生事業としての公園化の事例はありませんが、くぬぎ山地区自然再生協議会では、特別緑地保全地区指定などに
協議会もしくは、協議会委員が働きかけている可能性が考えられます。

No. 協議会名と設立日 場所 面積
公園

（事業前）
公園

（事業後）
事業地区内

の公園
整備 維持管理 その他事業内容

7
椹野川（ふしのがわ）
河口域・干潟自然再生
協議会H16.8.1

山口県
山口市

344ha
（および山口湾）

埋め立てによっ
て減少した干潟

埋め立てによっ
て減少した干潟

－

干潟や浅場の造成、
アマモ場の造成、
後浜整備、潮干狩
り、レクリエー
ション施設、自然
体験学習施設整備

干潟の耕耘など
の手法による維
持管理、アマモ
の移植、播種、
モニタリング等

－

8
霞ヶ浦田村・沖宿・戸
崎地区自然再生協議会
H16.10.31

茨城県
霞ヶ浦（西
浦中岸）

湖岸3.5km
霞ヶ浦の湖岸
（河川管理区
域）

霞ヶ浦の湖岸
（河川管理区
域）

－
ワンドの整備、鋼
矢板切断

外来種除去、除
草、モニタリン
グ等

－

9
くぬぎ山地区自然再生
協議会H16.11.6

埼玉県
川越市、所
沢市、狭山
市、三芳町

152ha

一部公有地（所
沢市）、多くは
民有地（特別緑
地保全地区指定
あり）、県のふ
るさと緑の景観
地指定

一部公有地（所
沢市）、多くは
民有地（特別緑
地保全地区指定
あり）、県のふ
るさと緑の景観
地指定

県指定地区
保全地区

樹木の根株の移植、
表土の移植、植樹

モニタリング等 －

10
八幡湿原自然再生協議
会H16.11.7

広島県
北広島町

17.56ha
西中国山地国定
公園

西中国山地国定
公園

国定公園

コンクリート三面
張り水路の上流部
に取水堰や導水路
を作って湿原に広
く水を廻す

除草、侵入本木
の除去、モニタ

リング等
水路、堰等の補修は広島県

11
上サロベツ自然再生協
議会H17.1.19

北海道
豊富町

6700ha
上サロベツ湿原
（国立公園）

上サロベツ湿原
（国立公園）

国立公園
ササ侵入防止対策、
乾燥化防止のやめ
の水路の堰上げ等

モニタリング等 －

12
野川第一・第二調節池
地区自然再生協議会
H17.3.28

東京都
野川

3.2ha
＋野川（小金井新

橋～二枚橋）

野川とその調節
池（河川管理区
域）

野川とその調節
池（河川管理区
域）

－

導水、ため池整備、
淵の整備、水涸れ
対策、湿地・田ん
ぼの整備

植生管理、形状
管理、水管理、
施設管理、外来
種対策、モニタ
リング等

－

※赤文字は公園と説明対象の主な事例

１－１１．他事例の公園化と維持管理の整理

出典：各協議会のHPの内容を確認し、事務局で整理して作成
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○森吉山、竹ヶ島、阿蘇草原、石西礁湖、竜串等の自然公園や国立公園の自然再生のために活動している事例が多く見ら
れます。

No. 協議会名と設立日 場所 面積
公園

（事業前）
公園

（事業後）
事業地区内

の公園
整備 維持管理 その他事業内容

13
蒲生干潟自然再生
協議会H17.6.19

宮城県
仙台市

58ha

国指定仙台海浜
鳥獣保護区蒲生
特別保護地区と
県が管理する緩
衝緑地等

国指定仙台海浜鳥獣
保護区蒲生特別保護
地区と県が管理する
緩衝緑地等

－
越波防止堤延長、
導流堤の改修、人
工干潟、観察施設

施設の補修、
潟湖内のゴミ
撤去、巡視・
監視、モニタ
リング等

14
森吉山麓高原自然
再生協議会
H17.7.19

秋田県
森吉山麓高

原
487.7ha

県立自然公園、
国指定鳥獣保護
区

県立自然公園、国指
定鳥獣保護区

自然公園 植栽、森林の造成
モニタリング

等
－

15
竹ヶ島海中公園自
然再生協議会
H17.9.9

徳島県
海陽町

約10ha(竹ヶ島海域
公園)を囲む周辺海
域と、海部川、宍喰

川及び野根
川の３水系の河川流
域とその周辺地域。

阿波竹ヶ島海中
公園地区、室戸
阿南海岸国定公
園

阿波竹ヶ島海中公園
地区、室戸阿南海岸
国定公園

国定公園 防波堤の改良
モニタリング

等
研究、評価手法の開発、負荷軽
減等

16
阿蘇草原再生協議
会H17.12.2

熊本県
阿蘇

阿蘇市及び阿蘇郡
(南小国町、小国町、
産山村、高森町、西

原
村及び南阿蘇村)内
の草原及びその周辺
とし、過去に草原で

あった場所

世界遺産、阿蘇
くじゅう国立公
園

世界遺産、阿蘇く
じゅう国立公園

国立公園
作業道整備、樹林
地除去、防火帯設
置

維持管理（千
年の草原の保
全等）、野焼
き（支援事
業）、モニタ
リング等

地域振興

17
石西礁湖自然再生
協議会H18.2.27

沖縄県

重要な区域(石西礁
湖)と関連する区域
(石垣島・西表島周

辺海域)

西表石垣国立公
園.

西表石垣国立公園. 国立公園 －
モニタリング

等

赤土防止、サンゴ群集修復、オ
ニヒトデ駆除、普及啓発、情報
整備

18
竜串自然再生協議
会H18.9.9

高知県
土佐清水市

竜串湾

320ha(竜串湾全
域)と関連する区
域(三崎川～宗呂

川流域)

足摺国定公園 足摺国定公園 国立公園 －
モニタリング

等

サンゴ群集の保全、サンゴ再生
手法の調査研究、オニヒトデ駆
除、海底の泥土除去、負荷軽減
等

19
中海自然再生協議
会H19.6.30

鳥取県、島
根県
中海

68180ha
ラムサール条約
登録湿地「中
海」

ラムサール条約登録
湿地「中海」

一部、米子
市水鳥公園

－
モニタリング

等
アマモ場の保全・再生、低質の
改善、海藻類の回収と利用

※赤文字は公園と説明対象の主な事例

１－１１．他事例の公園化と維持管理の整理

出典：各協議会のHPの内容を確認し、事務局で整理して作成
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○多々良沼・城沼では県立公園の管理運営方針を自然再生の全体構想の方針に則ったものとする。とされており、県立公
園の運営方針に積極的に関わっている事例がみられます。

No. 協議会名と設立日 場所 面積
公園

（事業前）
公園

（事業後）
事業地区内

の公園
整備 維持管理 その他事業内容

20
伊豆沼・内沼自然再生
協議会H20.9.7

宮城県
登米市、粟

原市
5265ha

ラムサール条約
湿地である伊豆
沼・内沼、国指
定伊豆沼鳥獣保
護区
及び同特別保護
区、伊豆沼・内
沼県自然環境保
全地域（宮城
県）

ラムサール条約
湿地である伊豆
沼・内沼、国指
定伊豆沼鳥獣保
護区
及び同特別保護
区、伊豆沼・内
沼県自然環境保
全地域（宮城
県）

－ －
モニタリング

等

沈水植物の育成・増殖、マコモ
植栽、ハス、ヨシ刈り取り、試
験導水、水位調整など

21
久保川イーハートーブ
自然再生協議会
H21.5.16

岩手県一関
市

久保川

一関市久保川流
域の羽根橋から
上流の立石地域

－ － － －
モニタリング

等
外来種除去、間伐、生物調査、
調査研究

22
上山高原自然再生協議
会H22.3.21

兵庫県
新温泉町

3550ha
氷ノ山後山那岐
山国定公園

氷ノ山後山那岐
山国定公園

国立公園 －
モニタリング

等

ススキ草原の再生（火入れ、牛
の導入等の多様な手法の実証実
験）、ブナの森復元（伐採、植
樹、育林等）

23
三方五湖自然再生協議
会H23.5.1

福井県
若狭町・美

浜町
1093ha

若狭湾国定公園、
国の名勝、県の
鳥獣保護区（日
向湖を除く）、
ラムサール条約

若狭湾国定公園、
国の名勝、県の
鳥獣保護区（日
向湖を除く）、
ラムサール条約

国定公園
浅場・砂浜の造成、
魚道整備等

モニタリング
等

浅場・砂浜の造成、魚道整備、
ヒシの制御、外来種対策、生き
物を育む田んぼの拡大、ヨシや
水草の刈り取り調査研究等

24
多々良沼・城沼自然再
生協議会H24.1.22

群馬県
館林市と邑

楽町
190ha

県立多々良沼公
園

県立多々良沼公
園
県立公園の管理
運営方針を、自
然再生の全体構
想の方針に則っ
たものとする。

県立公園
散策路整備、
ビューポイントの
整備

モニタリング
等

負荷削減対策、生態系の調査、
外来種駆除、在来種・固有種の
保全・再生

※赤文字は公園と説明対象の主な事例

１－１１．他事例の公園化と維持管理の整理

出典：各協議会のHPの内容を確認し、事務局で整理して作成
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２－１．石西礁湖自然再生の資金確保等
○石西礁湖自然再生の追加調査結果として、主に資金の確保と、使途についてご報告します。

○石西礁湖自然再生事業では、協議会の中に、「資金メカニズムグループ」を設け、「基金（法人）」を設立し、運用に

関する各種調整等を行っています。また、寄付の内容を明確にするために寄付金等細則を設けています。

資金メカニズムグループ

資金メカニズムグループでは、全体構想に記されている展

開すべき取組の一つである「活動の継続」について、協議

会委員が展開すべき取組を実施するうえで必要となるであ

ろう基金の設立に向け、平成20年度は「石西礁湖自然再

生協議会寄付金等細則」を作成し、協議会にて承認されま

した。

今後は、この細則に基づき、基金事務局の設置や運営委

員会の開催等を進めるとともに、サンゴサポーター（支援

者）の選出・依頼や、基金の募集方法の検討、基金の運用

に係る各種調整等を行います。

（趣旨）

第１条 この細則は、石西礁湖自然再生協議会規約第 16 条（寄付金等）に

基づく基金等の運営に関し必要な事項を定めるものである。

（定義）

第２条 この細則において「寄付金等」とは、個人や団体等の意志や了解に

よって支払われる金銭等（寄付、利用料の徴収、負担金等）をいう。

（基金の設置）

第３条 石西礁湖自然再生協議会（以下、協議会という）は、寄付者から収

受した寄付金等を適正に管理運用するために、「石西礁湖サンゴ

礁基金」（以下「基金」という。）を設置する。

石西礁湖自然再生協議会寄付金等細則（抜粋）
協議会に資金メカニズムグ

ループが設置されています。

この細則で、基金の設置が記載され、実際に法人として基金が設立されています。

太郎右衛門でも、寄付金の管理を行う法人の設置が必要と考えられますが、法人

化に時間がかかるようであれば、協議会参加ＮＰＯに受け皿になって頂く方法も考

えられます。

規約で「寄付金等」を管理する「基金」が記載されています。

太郎右衛門でも規約の改正について検討することが考え

られます。

出典：石西礁湖自然再生協議会、基金等のHPから抜粋



44

２－１．石西礁湖自然再生の資金確保等
○石西礁湖では寄付金等の使途、適正な管理のための組織が設置されています。

（基金の使途）

第４条 協議会は、基金を石西礁湖自然再生事業に関する次の事

業・取組を支援するために活用する。

(１) 撹乱要因の除去

(２) 良好な環境創成

(３) 持続可能な利用

(４) 意識の向上・広報啓発

(５) 調査研究・モニタリング

(６) 活動の継続

(７) 本基金の運営・広報

(８) その他、サンゴ礁の保全･再生に関すること

石西礁湖自然再生協議会寄付金等細則（抜粋）

寄付金等に利用用途が定められています。

太郎右衛門でも寄付金を受け取る場合、利

用用途について検討が必要です。

（運営委員会）

第５条 協議会は、基金の適正な運営を行うため、「石西礁湖サ

ンゴ礁基金運営委員会」（以下、「運営委員会」とい

う。）を置く。運営委員会は協議会と協議しながら基金

の運営を行う。

２ 運営委員は、協議会の議決に基づき、協議会委員の中

から協議会会長が任命する。

３ 運営委員の任期は、就任日から翌事業年度の最初の協

議会までとし、再任を妨げない。

４ 運営委員会は、代表 1 名、委員若干名で構成され、

代表は、運営委員の互選によって選出する。

５ 運営委員会は、基金事務局の選定、及び寄付金等の使

途を審議し決定する。

６ 運営委員会は、決定された寄付金等の使途を協議会に

報告し承認を得るものとする。なお、緊

急を要す場合は事後承認を得るものとする。

７ 運営委員会の議決は、原則として全会一致とするが、

議論を経ても結論が得られない場合は委

員による多数決とする。

８ 運営委員会は、必要に応じて代表がこれを召集する。

基金の適正な管理のために運営委員会が設

置されています。

出典：石西礁湖自然再生協議会、基金等のHPから抜粋
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２－１．石西礁湖自然再生の資金確保等

○石西礁湖の基金の事務管理を行う基金事務局の役割が設定されています。

○太郎右衛門でも、寄付の受け取りに関する規則や、お金や物資の管理を行う事務局が必要と考えられます。

石西礁湖自然再生協議会寄付金等細則（抜粋）

（基金事務局）

第６条 協議会は、基金の事務を円滑に行うために基金事務

局を設置し、次の実務を担当する。

(１) 協議会名義の口座の通帳等の管理

(２) 本基金の出納管理等の会計事務

(３) 寄付者等外部からの問い合わせへの対応

(４) 資料・領収書等の送付

(５) 第 12 条に規定する業務

(６) 運営委員会の開催等に係る事務

(７) その他、本基金の運営に関する業務

２ 協議会は、基金事務局の業務の全部または一部を、外部

の第三者に委託することができる。

（寄付者）

第７条 基金へ寄付を求める寄付者等については、国、地方

自治体、団体、企業、個人等とする。

（寄付金等の使途指定）

第９条 寄付者は、自らの寄付金等の使途を協議会の趣旨の

範囲内においてあらかじめ指定できる。

基金の管理のための基金事務局が必要にな

ります。

荒川太郎右衛門地区自然再生協議会の資金管理の課題

について

【現在】

・イベントのために４０万円程度の助成を受けている。

・イベントのときに保険代等として料金を徴収している。

・イベントで徴収した料金の過不足は、協議会委員や協議会

事務局で個別に対応して管理している。

【課題】

・イベントで寄付金を受け取ることも考えられるため、寄付

金等に関して、なんらかの規則が必要

・実質のお金の管理を事務局が実施しているが、今後の協議

会の自立した運営のためにも、お金を管理する組織が必要。

・石西礁湖で作成した細則の作成と、基金の設立、もしくは、

お金の管理をしていただける方の募集が必要。

出典：石西礁湖自然再生協議会、基金等のHPから抜粋
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２－１．石西礁湖自然再生の資金確保等
○平成２５年度の決算報告書に詳しい記載があったので、その内容で報告します。

○石西礁湖の平成２５年度の基金の収入は３１９万円となっています。

○最も多いのが受け取り寄付金で１９９万円（実質は６３万円）、ついで補助金の９７万円（沖縄県）、会費の２５万円
となっています。

○GiveOneサイトでは赤土対策で１４万円、オニヒトデ対策で１２万円の合計２６万円です。

【受取寄附金】

1)旧石西礁湖サンゴ礁基金から

引き継いだ財産のうち、普通預

金残高及び現金を法人の設立時

財産とし、振替口座残高

1,365,598円は設立時法人へ寄

附としました（24年度に高額寄

付があり例外的に残高が大きい、

振替口座への入金は郵送で通知

されるため当日は把握できない、
という理由のため）。

このため、実質的な25年度寄附

金額は、628,931円となります。

このうち、Give Oneサイトを通

じてのオンライン寄附は、赤土

対策に142,200円、オニヒトデ

対策に116,450円の使途指定寄

付で、オニヒトデ対策に使途を

指定された寄附は、25年度に支

出しなかったため26年度事業に

使います。

2)沖縄県の平成25年度赤土等流

出防止活動支援事業補助金です。

出典：石西礁湖自然再生協議会、基金等のHPから抜粋
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２－１．石西礁湖自然再生の資金確保等
○石西礁湖の平成２５年度の基金の支出は１８１万円となっています。うち事業は１５８万円、管理費は２４万円です。

○事業の消耗品が１４５万円と最も多くなっています。残りは、謝金、地代家賃、通信運搬費などとなっています。

○収入から支出を引いた残りの１３７万円は次年度繰越となっています。

○人件費が０であることから、ボランティアもしくは、別組織の方が事務を行っているものと推察されます。

出典：石西礁湖自然再生協議会、基金等のHPから抜粋
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２－１．石西礁湖自然再生の資金確保等

○平成２６年度の事業報告に詳しい事業の内容が記載されていたので紹介します。

○大きいのは株出し推進で１２６万円、環境教育５３万円、イベント等４２万円となっています。

出典：石西礁湖自然再生協議会、基金等のHPから抜粋
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２－２．阿蘇草原の資金確保等
○阿蘇草原自然再生では、阿蘇草原再生募金事務局とグリーンストックが募金を行っています。

○第１期、第２期にわけて募金が行われています。いずれも目標１億円です。

○第２期募金のパンフレット表紙

出典：阿蘇草原自然再生協議会、再生募金のHP等
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２－２．阿蘇草原の資金確保等
○阿蘇草原自然再生では、金融機関への振り込み、募金箱の他、Ｑｕｏカード、Ｗａｏｎなどの募金もあります。

○Ｑｕｏカードは年間４７万円、Ｗａｏｎが１７８万円、定期預金の手数料の一部が５０万円となっています。

○2015年３月末現在の募金の合計は９千２百万円となっています。

出典：阿蘇草原自然再生協議会、再生募金のHP等
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２－２．阿蘇草原の資金確保等
○平成２５年度の募金の収支報告によると、募金と助成金の収入は1,524万円、繰り越しを合わせると約3千万円です。

○支出は助成支援費が約1千万円、広報宣伝費が230万円で、募金事務局の人件費100万円も計上されています。

支援の事例

夢チャレンジ

は200万円

出典：阿蘇草原自然再生協議会、再生募金のHP等
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２－２．阿蘇草原の資金確保等
○街頭募金は５０名が２日間実施して９万５千円と、２１名で１日で４万６千円と、地道な活動が頻繁に行われています。

出典：阿蘇草原自然再生協議会、再生募金のHP等
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２－２．阿蘇草原の資金確保等

出典：阿蘇草原自然再生協議会、再生募金のHP等



３．外部オブザーバーについて
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オブザーバー候補 関連する内容 備考

自治体・
イベント関連

桶川市観光協会 おけがわ春のふれあいフェスタ

川島町 生涯学習課 かわじま輪中の里ウォーキング

川島町 まち整備課
健康福祉課

川島町ちびっこフェスティバル・健康福祉まつり
かわじまバラの小径祭り

上尾市 環境政策課 上尾市環境推進大会

自治体・
企業関連

桶川市商工会
おけナビ
桶川市の企業

川島町商工会
川島工業団地
かわじま朝市（カインズホーム川島インター店で開催）

上尾商工会議所 上尾市の企業

環境省
エコツーリズム
埼玉県飯能市（経験者）

エコツーリズムを活用した地域活性化を推進するため、地域が取り組むエ
コツアープログラムの作成やモニターツアー等の活動に対して支援を実施
します。（エコツーリズムに取り組む地域協議会等へ支援、国が地域協議
会に対し事業費の２分の１以内を助成、交付額は１地域当たり２０百万円
を限度）

国土交通省

ミズベリング
国土交通省（実施者）、荒川下流、
富士川、新町川

ミズベリングアドバイザー
大学教授、民間会社等

かつての賑わいを失ってしまった日本の水辺の新しい活用の可能性を、創
造していくプロジェクトです。
ミズベリングは「水辺＋RING（輪）」、「水辺＋R（リノベーション）
＋ING（進行形）」の造語。
水辺に興味を持つ市民や企業、そして行政が三位一体となって、水辺とま
ちが一体となった美しい景観と、新しい賑わいを生み出すムーブメントを、
つぎつぎと起こしていきます。

地域づくり活動支援体制事業
国土交通省地方振興課
事業実施経験者（川島町）

地方公共団体・地域金融機関・民間企業・NPO等で構成される「地域づ
くり活動支援体制」を全国各地で構築

３－１．オブザーバー候補について

○外部オブザーバー（地域振興、資金確保、組織体制の専門家、経験者の講師等）の候補をいくつかあげました。

55※次頁に続く



オブザーバー候補 関連する内容 備考

埼玉県

産業労働部観光課
（一般）埼玉県物産観光協会
りそな産業経済振興財団、日本アセ
アンセンター、立教大学観光部教授
（ＪＴＢ、るるぶ関連） 等

ちょこたび埼玉、埼玉県観光人材育成講座の講師

（一般）関東地域づくり協会
協会のアドバイザー

国土交通省の河川に関する事業への助成を継続。クリーン大作戦、フォト
コンテスト等に助成

（公）日本観光振興協会
協会のアドバイザー

公益社団法人日本観光振興協会は、我が国の観光振興に関する中枢機関
（ナショナルセンター）として、我が国観光の振興を総合的に図るための
各種事業を行うことにより、観光立国の実現、地域経済及び観光産業の発
展並びに国民の生活及び文化の向上に寄与するとともに、国際親善に資す
ることを目的としております。

当協会は、会員からの会費とともに、都道府県及び都道府県観光協会
（連盟）からの全国広域観光振興事業拠出金、公益財団法人日本財団及び
一般財団法人日本宝くじ協会からの助成金などを主な財源として運営され
ております。

会員は全国約650 の観光関係者により構成されており、その範囲も地
方公共団体、観光協会、観光関係中央団体、鉄道、航空、観光関連企業等
を網羅しております。

旅行会社

ＪＴＢ るるぶ、ツアー企画

近畿日本ツーリスト ツアー企画の担当

ＪＲ東日本 駅からハイキングの担当

編集社

小学館 環境学習の担当

ソコトコ（月刊誌）
編集者（木楽舎）

ロハスの仕掛け人（２００６年にブレイク）
ローカーボンな暮らしを、知恵を出し合って楽しく実践する時代。さまざ
まなアングルで、ロハスなライフスタイルを提案
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３－１．オブザーバー候補について



３－２．エコツーリズム飯能市
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○飯能市にはエコツーリズム推進室が設置され、エコツーリズムに取り組んでいます。

○エコツーリズムの申請条件や方法について、推進室の方に講義して頂く。



３－３．ミズベリング
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○水辺リングにはアドバイザーがいらっしゃいます。そのアドバイザーにアドバイスをいただく。



３－３．ミズベリング
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３－４．ちょこたび埼玉
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○埼玉県観光課では、「ちょこたび埼玉」として観光に関する人材育成講座を開催しています。その講師をご紹介いた

だいてアドバイスしていただく。
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３－４．ちょこたび埼玉



３－５．日本観光振興協会
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○日本観光振興協会に、観光地域づくりについて、アドバイスをしていただく。
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３－６．関東地域づくり協会
○関東地域づくり協会に、河川に関する活動の組織づくりについて、アドバイスをしていただく。または、関係のある

事例を紹介していただく。
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３－６．関東地域づくり協会
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３－６．関東地域づくり協会



66

４．荒川太郎右衛門地区の良いと思う場所のアンケート



【荒川太郎右衛門地区自然再生事業地内の良いと思う場所についてのアンケート】

①主旨
維持管理・環境管理専門委員会では、荒川太郎右衛門地区の良い場所を整理し、外部オ
ブザーバーに見ていただいたり、今後の通路整備の参考にしたり、広報等に活用してい
く必要があると考えています。
そのため、自然再生地に関心がある協議会委員の方全員に、良いと思う場所についてア
ンケートを行うことになりました。ご協力をお願いいたします。

②アンケートの記入方法
以下の白地図に良いと思う場所の番号を、裏面の表にその内容の記入をお願
いします。
・対象：協議会委員
・期限：12月16日
・送付先：荒川上流河川事務所 荒川太郎右衛門自然再生事務局
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番号 良いと思う場所の名称 良いと思う内容 写真等

①、②・・・の
番号でご記入下
さい。

正式な名称はありませんので、適
切と思う名前をお付け下さい。

良いと思う場所の内容、季節等をご記入下さい。
ご提供頂ける写真があればメール等で、
場所がわかるようにして、ご提供をお願
いいたします。

③票の記載方法
表の地図に記入した番号の内容等を以下の表にご記入下さい。
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番号 良いと思う場所の名称 良いと思う内容 写真等

③票の記載方法
表の地図に記入した番号の内容等を以下の表にご記入下さい。
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【参考】
植生図（H25）
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良い場所の選定に際しての参考情報として、植生図を示しますので、ご活用下さい。



【参考】
周辺の石仏
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良い場所の選定に際しての参考情報として、周辺の石仏の位置を示します。ご活用下さい。



【参考】
桶川市の観光マップ

（西）
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良い場所の選定に際しての参考
情報として、観光マップを示し
ます。ご活用下さい。

入館無料
9:00～16:30開館
月・年末年始・祝日休館

阿弥陀如来座像の拝観は
要予約または特別公開日

土・日・祝日公開



【参考】
川島町の観光マップ
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良い場所の選定に際しての参考
情報として、観光マップを示し
ます。ご活用下さい。

入館700円
10:00～16:30開館
月・年末年始・展示替期間等休館



【参考】
川島町の観光マップ
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良い場所の選定に際しての参考
情報として、観光マップを示し
ます。ご活用下さい。



【参考】
川島町の観光マップ
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良い場所の選定に際しての参考
情報として、観光マップを示し
ます。ご活用下さい。



【参考】
上尾市の観光マップ
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良い場所の選定に際しての参考
情報として、観光マップを示し
ます。ご活用下さい。

9:30～17:00開館
お正月三が日、１－３月の水曜日定休

9:00～17:00開館
年末年始休館



【参考】
埼玉県のサイクリング

マップ
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良い場所の選定に際しての参考
情報として、観光マップを示し
ます。ご活用下さい。



５．外来樹木伐採の維持管理の試行の企画
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５．外来樹木伐採の維持管理の試行の企画

79

項目 内容 備考

発案者・責任者
堂本委員長

（維持管理・環境管理専門委員会）
委員会主催

関係機関
機関：特になし

人数：特になし

企画

日時 未定（１月上旬～１月下旬）、午前2時間程度

名称 ＜仮称＞ 外来樹木伐採イベント

目的

・整備地に繁茂する外来樹木の抑制方法を試験する。

・維持管理に要する労力の算定根拠とし、組織体制・資金確保に関する検討の材料と
する。

・協議会の外部からの参加者の拡大機会とする。

内容
自然再生整備地の周辺に繁茂するハリエンジュ・トウグワなどの外来樹木を伐採す
る。

場所 上池の整備地（旧流路・モトクロス場跡地）

人数
維持管理・環境管理専門委員会委員

＋20名程度（協議会委員希望者・外部希望者）

参加費 保険代50円/人程度

広報
協議会外部は各委員から個別に知己にあたる

協議会HP、荒上HPで告知
イベント参加者、商工会関係者等

使用物品
のこぎり等

（チェーンソーやナタなど振り回すものは安全性の観点から不可）

委員は各自持参

外部参加者分は事務局用意

予算

金額
保険代50円/人程度（協議会委員も「業務」で参加する人以外は必要となるか要確
認・要検討）

確保方法 参加者から保険代徴収

日程検討中
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集合場所

モトクロス場跡地

D整備地

【実施場所】

旧流路整備地

モトクロス場跡地

A整備地

全体図

集合場所から実施場所
まで、参加者を事務局
の車でピストン輸送

５．外来樹木伐採の維持管理の試行の企画
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③トウグワ上流側

１）旧流路整備地、モトクロス場跡地A・H23整備地

②トウグワ下流側

（一部エノキ等）

①ハリエンジュ

（一部トウグワ・エノキ等）

①ハリエンジュの場所 ＜5分＞

・整備地を見ていただき、目的と成果の概要を説明します。

・外来樹木ハリエンジュの大木・幼木を見ていただき、問題を説明します。
また、通路の草刈りの必要性も説明します。

②トウグワ（下流側）の場所 ＜15分＞

・外来樹木トウグワを見ていただき、問題を説明します。

・試行デモンストレーションとして、1本を選んで維持管理・環境管理専門
委員会メンバー数人が伐採します。

・ハリエンジュは一般参加者が
伐採するには大きすぎて危険
であるため、この場所での伐
採は行いません。

・通路については、あらかじめ
草刈りしておいた方が快適で
すが、冬季であれば現状のま
までも歩くことは十分可能で
あるため、通路の草刈りの必
要性を説明するために、その
ままとしておきます。

ハリエンジュ

トウグワ・トウグワの木は、経験者数人
で伐採可能なサイズですが、
一般参加者が伐採するには大
きすぎて危険であるため、こ
の場所での伐採はデモンスト
レーションのみとします。

③トウグワ（上流側）の場所 ＜5分＞

・外来樹木トウグワを見ていただき、問題を説明します。

・導水路を見ていただき、目的と成果の概要を説明します。

２）へ

写真はGoogleMap

伐採はのこぎり使用

（チェーンソーやナタなど振り回す
ものは安全性の観点から不可）

５．外来樹木伐採の維持管理の試行の企画

※次頁に続く
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２）モトクロス場跡地A・H25整備地

④ハリエンジュ

④ハリエンジュの場所 ＜60分＞

・整備地を見ていただき、目的と成果の概要を説明します。

・外来樹木ハリエンジュの幼木を見ていただき、問題を説明します。

各自で伐採を実施していただきます。

・この場所はハリエンジュの幼木が一斉に繁茂し始めています。一般参
加者が各自で伐採するのが十分可能な小ささであるため、この場所で
伐採を行います。

・道路際での作業になるため、安全管理が必要です。

ハリエンジュの幼木群

１）から

・伐採した樹木は現地に放置しておきます。（そこからの再繁茂の可能性
はほとんどありません。（切り株からは再繁茂の可能性があります））

・トウグワの幼木も混在しているため、これも伐採対象とします。

写真はGoogleMap

５．外来樹木伐採の維持管理の試行の企画



＜参考：植生図＞
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H26の植生図（夏～秋作成）

モトクロス場跡地

整備地A（H23）

旧流路整備地

モトクロス場跡地

整備地A（H25）

トウグワ
トウグワ・ハリエ

ンジュ

ハリエンジュ

モトクロス場跡地

整備地A（H23）

モトクロス場跡地

整備地A（H25）
非公開

非公開

非公開
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６．上池モトクロス場跡地D整備地の維持管理方針について



≪ 整備地 ≫

平成２６年度まで

平成２７年度以降

呑み口

導水路

実施計画
事業範囲

旧流路（整備地）

旧流路

モトクロス場
跡地C

モトクロス場跡地
D

モトクロス
場跡地B

モトクロス場跡地A
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協議会委員による外来種除去が実

施され、成果が確認されています。

モトクロス場跡地Ｄが平成２７年度末で整備

が終了するため、平成２８年度からの維持管
理を考える必要があります。



７．管理用通路の検討
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用地・認定道路の整理
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